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海運＜不定期専⽤船＞

2021年5⽉26⽇

《シリーズ》荷主のグリーン戦略⑧ 
初のＮＯｘ３次規制対応石炭船就航 
神⼾製鋼、次期船隊整備でＬＮＧ焚きなど選択肢

ＮＯｘ３次規制対応⽯炭船“Tonquipearl”

 製鉄と売電事業（ＩＰＰ）⽤の鉄鉱⽯と⽯炭を年間2000万トン弱輸⼊する神⼾製鋼所は、⽯
炭船で業界初となるＮＯｘ（窒素酸化物）３次規制対応の新造船が３月に竣工。同規制適合船
のもう１隻が今秋竣工し、⻑期契約船のリプレースが⼀段落する。脱炭素の動きが加速してい
ることを受けて、次の船隊整備ではＬＮＧ焚きを含めてさまざまな選択肢を検討する考えだ。
舶⽤機器メーカーでもある神⼾製鋼は、バイナリー発電機など環境対応機器の開発でも海運業
界に貢献している。 

 神⼾製鋼は５月11⽇に発表した2021年度から３カ年の中期経営計画の中で、カーボンニュー
トラルに向けた中⻑期目標・ビジョンを明らかにした。「⽣産プロセスにおけるＣＯ２削減」
と「技術・製品・サービスによるＣＯ２排出削減貢献」に取り組み、前者は30年にＣＯ２排出
量を13年度⽐30〜40％削減し、50年には⽔素還元製鉄の開発などでカーボンニュートラル達
成を目標に掲げた。後者は、神⼾製鋼独⾃の直接還元製鉄法であるMIDREXRや⾃動⾞軽量化・
電動化に寄与する素材・部品供給などを通じ、30年に年間6100万トン（このうちMIDREXRが
4500万トン以上）、50年に１億トン以上のＣＯ２排出削減貢献を目指している。 
 神⼾製鋼の粗鋼⽣産量は年間約600万トンで、原料の鉄鉱⽯を年間約1000万トン、⽯炭を約
500万トン調達。また、⼀般炭をＩＰＰ事業の神⼾発電所１・２号機（出⼒計140万ｋＷ）⽤に
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約300万トン、加古川製鉄所の⾃家発電⽤に約40万トンを調達している。鉄鉱⽯の調達ソース
は他の鉄鋼会社と同様に主に豪州、ブラジルだが、国内鉄鋼会社で唯⼀のペレットプラントを
持つことからペレットフィード（粉鉱）をブラジル、ペルー、チリなどから約200万トン輸⼊
しているのが特徴。原料炭は豪州、カナダ、⽶国、ロシアなど、⼀般炭は豪州、インドネシ
ア、ロシアなどから調達している。これらを合わせると、同社が調達する鉄鉱⽯と⽯炭は年間
2000万トン弱になる。 
 神⼾製鋼は17年の神⼾製鉄所（現在の神⼾線条工場）の上工程休⽌に伴い、⾼炉跡地に神⼾
発電所３・４号機（出⼒計130万ｋＷ）を建設中。15年に関⻄電⼒と電⼒受給契約を締結し、
21年度に３号機、22年度に４号機の営業運転開始を目指している。同発電所は超々臨界圧発電
設備や国内最⾼レベルの排煙処理設備を導⼊するなど最⾼⽔準の環境性能を備える。 
 神⼾製鋼が⻑期契約で調達している原料・燃料輸送船は現在７隻で、内訳は鉄鉱⽯輸送船３
隻、原料炭輸送船２隻、⼀般炭輸送船２隻。最⼤船型は20万重量トン型のケープサイズ・バル
カーになる。⻑期契約船による輸送量は年間800万トン程度で、残りはスポット契約、数量輸
送契約（ＣＯＡ）もしくはＣＩＦ契約で売り⼿が輸送船を⼿配している。⻑期契約船の中の複
数船にスクラバーを搭載している。 
 鉄鋼原料・燃料の海上輸送中のＣＯ２排出量は「スコープ３」（事業活動に関連する他社か
らの間接排出量）に区分されるため、前述の同社のＣＯ２排出削減目標には含まれていない。
鉄鋼アルミ事業部門原料部の古⽮義之原料企画室⻑は原料・燃料の海上輸送中の環境負荷低減
について、「輸送契約を結ぶ海運会社の取り組みで協⼒できるものがあれば、積極的に協⼒し
ていきたいというのが基本スタンスになる」と語る。 
 神⼾製鋼は18年にＮＯｘ３次規制に適合した約９万重量トン型オーバーパナマックス⽯炭船
２隻の導⼊を決定。このうち⽇本郵船と旭海運が発注した１番船が今年３月に⼤島造船所で竣
工した。川崎汽船が今治造船に発注した２番船は今秋竣工する。ＮＯｘ３次規制船の導⼊を決
めたことについて、古⽮室⻑は「当時はＮＯｘ２次規制対応船もまだ造ることができる時期だ
ったが、環境負荷低減のために早めに３次規制対応船を造る⽅向に動き、当社の電⼒事業部門
からも速やかに理解が得られた」と語った。 
 鉄鋼原料・燃料輸送船の次の船隊整備計画は未定だが、古⽮室⻑は「ＬＮＧ燃料船は数年前
まではコストや燃料供給インフラなどの⾯で⼤きな課題があり、⼿が付けられなかったが、そ
の後普及が急速に進みつつあるため今後は選択肢に⼊ってくる。問題はやはり燃料供給インフ
ラで、われわれの拠点である関⻄地域でインフラが整備されることを期待したい」と述べた。 
 また、環境⾯で輸送船社に求めることについて、古⽮室⻑は「荷主の⽴場としては海洋汚染
をもたらす海難事故を防ぐ安全運航を引き続きお願いしたい。そのうえで燃料のさらなる消費
削減や転換に向けて新たな技術開発に取り組んで頂き、それにわれわれもできる限り協⼒す
る。海運会社からの提案には常に門⼾を開いており、当社として対応できるものは積極的に導
⼊させて頂く」と語った。 
 神⼾製鋼は舶⽤機器事業も⼿掛けており、海運の環境負荷低減をビジネスチャンスと捉えて
いる。同社は14年に旭海運、三浦工業とともに舶⽤バイナリー発電機の開発に着⼿した。同装
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置は従来は廃棄されていた舶⽤エンジンから排出される熱を熱源として発電し、その電⼒を船
内の補助電源に活⽤して燃料消費とＣＯ２排出の削減を図るもの。最⼤100ｋＷの発電を可能
とし、15年から神⼾製鋼のインダストリアルキャリアである旭海運の運航船に搭載して実証試
験を実施。この研究開発は国⼟交通省の「次世代海洋環境関連技術開発⽀援事業と⽇本海事協
会（ＮＫ）の共同研究テーマに採択され、実船試験を踏まえてＮＫとＤＮＶＧＬから認証を取
得した。同装置はこれまでに⽇本郵船の８万9327重量トン型⽯炭船“ぴりかもしり丸”と川崎汽
船の９万1000重量トン型⽯炭船“Corona Youthful”に搭載され、さらに昨年10月に竣工した商
船三井運航の⼤型⽯炭船（ＶＬＯＣ）でも採⽤された。 
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